
1　事業の概要

①　成果目標（H25)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（諸収入）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

予

算

額

前年度繰越

2 9

577 3,931

0 0 0

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

今回調査は、平成24、25年度で終了

次回は平成29、30年度に実施予定

目標に対

する成果

の状況

国との委託契約に基づき、適正に業務を実施した。

 概算事業費（B（A）+C） 0 2,186 8,891 0

1,652 4,955

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度

Aの

財源

579 3,940

概　算

人件費

0.20 0.60

0

534 3,936

0

579 5,761

合計（A) 0 0

25年度25年度25年度25年度 26年度

当初予算

補正予算 -1,821

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H25事業実績

H25 H26

（当初） （決算） （当初）

土地基本調査 直接

調査票を回収し、調査票の補正及び取りまとめを行

い、国土交通省へ期限内に報告を行った。（調査対象

法人数：3,400）

5,761 3,936 0

県が関与

する理由

目指す姿

現状

県でなければ実施不可（法令等義務）

県民との協働による実施： 困難

【左記の説明、根拠法令等】

土地基本法第17条　統計法第16条

課・室 地域振興課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail shinko@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

５－２　快適で暮らしやすいまちづくり

0

土地基本法に基づき、国及び地方公共団体は、土地の所有及び利用の状況等に関して、調査等の必要な措置を講ずることとされてお

り、それを踏まえ、土地の所有・利用状況等に関する実態を全国及び地域的に明らかにする。

○平成５年度から５年に１度、調査が実施され、前回の調査は、平成２０年度に実施。

○国土交通省からの委託事業であり、平成２５年度の本調査に向けて、平成２４年度は、調査対象法人の名簿整備を行った。

成果目標の達成状況

項目

事業番号 02 08 04 事業改善シート （25年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 土地基本調査事業土地基本調査事業土地基本調査事業土地基本調査事業
担

当

課

部局 企画振興部

４　合理的な土地利用の推進 実施期間 Ｈ24 ～ H25

土地の所有・利用状況等に関する実態を全国及び地域的に明らかにし、土地利用の適正化を図るため、国土交通省からの委託事業

を適正に実施する。

Ｈ25
H26

目標

H24末

（実績）
目標 成果 達成状況

合計 5,761 3,936


